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全国１７９３市町村

①市町村（市役所や役場）が策定した地産地消推進計画があるのは、 ７９３市町村
②ＪＡが策定した地産地消推進計画があるのは、２０２市町村
重複７６市町村を除いた９１９市町村で、地産地消推進計画が策定されている。

なお、

③１０７市町村で食育推進計画が策定されている（H19.12月までに市町村が策定分）
※
。

※食育推進計画は東京特別区でも策定されているが(H19.12月で8計画）、今回の整理で
は除外。

０

資料６

平成１９年度地産地消行動計画の進捗状況について

地産地消推進計画の策定状況



【参考】地産地消推進計画策定主体別内訳（H20.3月末）

計画数
（カウント数）

都道府県 市町村 ＪＡ その他
※ （参考）
市町村数

997 80 793 78 46 1793
63 1 48 8 6 180
126 8 106 6 6 231

青森 27 1 26 0 0 40
岩手 39 2 35 0 2 35
宮城 11 1 10 0 0 36
秋田 18 1 12 1 4 25
山形 15 1 14 0 0 35
福島 16 2 9 5 0 60

225 10 179 20 16 462
茨城 17 2 14 1 0 44
栃木 25 1 24 0 0 31
群馬 26 1 9 8 8 38
埼玉 25 1 22 2 0 70
千葉 34 1 25 4 4 56
東京 3 1 2 0 0 39
神奈川 24 1 16 4 3 33
山梨 29 1 28 0 0 28
長野 21 0 21 0 0 81
静岡 21 1 18 1 1 42

68 4 64 0 0 86
新潟 36 1 35 0 0 35
富山 8 1 7 0 0 15
石川 12 1 11 0 0 19
福井 12 1 11 0 0 17

46 11 31 3 1 132
岐阜 8 1 5 1 1 42
愛知 24 9 13 2 0 61
三重 14 1 13 0 0 29

110 16 75 17 2 205
滋賀 14 1 8 4 1 26
京都 12 1 11 0 0 26
大阪 4 1 2 0 1 43
兵庫 21 11 9 1 0 41
奈良 21 1 18 2 0 39
和歌山 38 1 27 10 0 30

132 14 90 16 12 205
鳥取 6 0 4 2 0 19
島根 23 4 17 2 0 21
岡山 26 3 20 2 1 27
広島 28 1 15 5 7 23
山口 12 1 9 2 0 20
徳島 7 1 4 2 0 24
香川 5 2 2 1 0 17
愛媛 18 1 13 0 4 20
高知 7 1 6 0 0 34

207 15 182 7 3 251
福岡 22 1 19 2 0 66
佐賀 12 2 6 1 3 20
長崎 23 1 21 1 0 23
熊本 50 2 48 0 0 48
大分 16 1 12 3 0 18
宮崎 37 7 30 0 0 30
鹿児島 47 1 46 0 0 46

20 1 18 1 0 41
※その他：民間団体の作成等 市町村数も平成２０年３月末現在
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資料６
地産地消推進行動計画（平成１９年度）

項 目 備 考

農業者団体や食品産業
等関係者による自主的
な取組、直売や加工等
の活動を促進

４月～９月 １０月～３月

地産地消の推進のため
の体制の整備

第1回地産地消推進省内連
絡会議の開催（5月２２日）

第２回地産地消省内連絡
会議の開催（12月14日）

第1回地産地消推進検討
会の開催（5月２３日）

第２回地産地消推進検討
会の開催（12月17日)

・地産地消モデルタウン事業（モデルタウン構想と構想実現に必要な施設整備等を
支援(1地区)）
・強い農業づくり交付金（農産物直売所等の施設整備 ９件）
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（農林水産物・食材提供供給施設等の整
備２２件（継続地区含む））
・強い水産業づくり交付金（水産物加工処理施設 ３件）
・食料産業クラスター展開事業（食料産業クラスター協議会７カ所）
・強い林業・木材産業づくり交付金（生産施設１６件、加工流通施設２件）

都道府県、市町村による地産地消推進計画の策定の
促進 （４月～）

地域における地産地消
の実践的な計画の策定
を促進

Ｎｏ．１

各地域の地産地消推進計画策定状況の把握

（４月～）
随時情報を収集

地産地消推進行動計画の
策定

行動計画に基づく取組の推進

○地域の地産地消推進計画の
策定状況（H２０．３月)
・997地区（市町村策定793、そ
の他都道府県やＪＡ等が作成）

・919市町村（市町村やＪＡ策定
の計画を地域単位で整理）

○学校給食における地場産物の
使用割合

23.7%（H17年度）

新品種（サツマイモ等）を用いた新商品開発のために設置したコンソーシアムにおい
て、新たな用途やブランド戦略、現地における栽培方法等を検討

計画内に学校給食等に関する目標設定を促進

地域農水産物の付加価値を高める
商品の開発等を支援（４月～３月）

地産地消に資する品種や技術開発
の推進（４月～３月）

食品流通高付加価値モデル推進事業 １４モデル地区

地域の物流最適化のための検討等
を支援（４月～３月） 卸売市場連携物流最適化推進事業 ４地区

交付金等を活用した条件整備等の
推進（４月～３月）



地産地消推進行動計画（平成１９年度）
Ｎｏ．２

項 目 備 考４月～９月 １０月～３月

成功事例の収集・紹介

地域間の情報交換

研修や講習会の実施等
を通じた地産地消に取り
組む人材の育成確保

地産地消普及促進事業

地産地消情報提供事業
掲載情報の充実(11月～）

農業と給食、商工、観光業等の地
産地消関係者を結び付けるコー
ディネーターを育成（４月～３月）

地産地消人材育成事業
地産地消人材育成講習会（12/11~12/13)

「全国地産地消推進フォーラム
2008」の開催（2月28日）

特用林産物消費・流通総合支援対策事業
「特用林物産フェアー」(10/13～10/14）
「親子で森の収穫祭」 (10月20日）

山村資源を有効活用した消費者との交流や適切
な情報提供、普及等を実施(４月～３月）

全国地産地消推進協議会
総会（2月29日）

全国地産地消推進協議会（４月～３月）

民間団体等による優良事例の調査分析の支援

（６月～９月）

優良事例の公表表彰

（2月28日）

インターネットを活用した情報収集・提供・情報交
換ホームページ「Eat Local～地元を食べよう!」を
活用（４月～３月）

「地産地消国際シンポジウ
ム」の開催（12月6日）

・マイスターの派遣、斡旋（６月～３月）

「地域特産物マイスター」の募集（７月～10月）

地産地消普及促進事業

優良事例の経営状況等の調査分析

（１０月～１月）

ＨＰにて地産地消の取組事例の紹介（４月～３月）

機能強化研修「地産地消・グリーン・ツーリズム推進支援研修」（7月）
・地産地消の展開手法の習得や普及指導活動のあり方について検討

マイスターの認定、登録（２月）

専門能力強化研修「食に関する新しい情報と普及活動への展開」（9月）
・食に関する最新の知識習得と普及指導活動のあり方について検討



地産地消推進行動計画（平成１９年度）
Ｎｏ．３

項 目 備 考４月～９月 １０月～３月

その他

農産物地産地消等実態調査
2,208直売所を対象に経営概況等を調査

地域における地産地消等の取組の実態、直売所における地場
農産物の取り扱い状況について調査

食品小売店における地場農産物の取扱いの実態を把握

にっぽん食育推進事業
ポスター、テレビCMなどの媒体を通じて、「食事バランスガイ
ド」を活用した日本型食生活や「朝ご飯」の重要性をPR

食育を国民運動として推進、米を中心とした「日本型食生活」に
ついて普及・啓発や地場産果実に関する情報提供等(４月～３
月）

地域独自の「食事バランスガイド」の策定、普及・活用等の取組
の支援（４月～３月）

食の安全・安心確保交付金
「食事バランスガイド」の普及・活用を促進する食総合展示会
の開催 ２４都道府県及び４政令指定都市

農産物直売所等における販売戦略の高度化と営農計画の策定
を可能とするシステムの開発・提供(４月～３月）

販売戦略高度化支援システム構築事業
検討委員会の開催（7月）
販売戦略高度化支援システムの開発・改良（8月～）

広域連携共生・対流等対策交付金
実施団体を募集

都道府県域を越えた広域的な都市部での多面的機能の発揮、都
市住民の理解促進のための交流・ふれあいの場等の整備を推進
(４月～３月）

食料量販店における地場産農産物の取扱状況調査


